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調査概要

「 日 本 で 働 く 外 国 籍 人 材 の 離 職 と モ チ ベ ー シ ョ ン ダ ウ ン に 関 す る 調 査 」 の
調 査 概 要 と 回 答 者 4 7 7 名 の 属 性 を ご 案 内 し ま す 。
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株式会社エイムソウル（本社：東京都品川区、代表取締役：稲垣隆司）は、ヒューマングローバルタレント株式会社（本

社：東京都新宿区、代表取締役：横川友樹）、リフト株式会社（本社：東京都千代田区、代表：杉村哲人）と共同調

査を実施し、このほど結果を取りまとめましたので発表いたします。

本調査は、 「日本で働く外国籍人材の離職とモチベーションダウンに関する調査」というテーマで、外国籍人材の離職とモチベー

ションダウンの実態を把握し、受け入れで工夫するべきポイントを明らかにすることを目的に実施しました。日本での在留・就労経

験のある外国籍人材を対象に、2021年8月に調査をおこない、最終的に477名の回答を得ています。

調査概要
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 調査名称 「日本で働く外国籍人材の離職とモチベーションダウンに関する調査」

 調査目的 外国籍人材の離職とモチベーションダウンの実態を明らかにして、それを防ぐために、
受け入れで工夫するべきポイントを明らかにする

 調査期間 2021年8月6日（金）～8月31日（火）

 調査方法 WEB入力フォームによる回収

 調査対象 日本での在留・就労経験のある外国籍人材

 有効回答 61ヵ国、477名

 実施主体 株式会社エイムソウル、ヒューマングローバルタレント株式会社、リフト株式会社

概 要



回答者の属性
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国 籍 就労資格

ベトナム

22%

アメリカ合衆国

10%

中国

8%台湾

6%

フィリピン

5%

インド

5%

カナダ

3%

イギリス

4%

韓国

3%

その他

34% 技術・人文知識・

国際業務

43%

身分に基く在留資格

20%

技能実習

14%

特定技能

9%

資格外活動

1%

その他

13%

（N=477） （N=477）



回答者の属性
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N1

30%

N2

21%N3

14%

N4

8%

N5

9%

なし

18%

北海道
4% 東北

4%

関東

65%

北陸・甲信越

2%

東海

7%

近畿

11%

中国・四国
4%

九州・沖縄
3%

（N=477） （N=477）

日 本 語 レ ベ ル 日本での就労場所



回答者の属性
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就労期間 就業した会社数

1年未満

14%

1～2年未満

11%

2～3年未満

13%

3～4年未満

13%

4～5年未満

10%

5年以上

39%
1社

48%

2社

24%

3社

11%

4社

7%

5社以上

10%

（N=477） （N=477）



早期離職に関する調査結果

入 社 後 、 1 年 以 内 の 早 期 離 職 を 経 験 し た こ と の あ る
外 国 籍 人 材 1 3 1 名 の 回 答 結 果 で す 。
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1カ月未満

8%

1カ月以上、2カ月未満

8%

2カ月以上、

3カ月未満

13%

3カ月以上、半年未満

28%

半年以上、1年未満

43%

ある

28%

ない（離職する事態が発生しなかった）

56%

ない（離職したかったが、制度や
契約にしばられてできなかった）

16%

約3割が入社後一年以内に離職を経験

日本で就労する中で、入社後1年以内の離職を経験

したことがありますか。

Q 1

半数以上の早期離職は、
入社半年未満で発生

入社してから離職するまでの期間を教えてください。
Q２

早期離職の実態

9

（N=477） （N=131）



その時の離職の原因を教えてください。（複数選択可能）
Q 3

「上司のマネジメント・指導に対する不満」が最も多く、次いで「業務内容のミスマッチ」「給料
が安い、残業代が支払われない」「職場の人間関係に対する不満」など原因は多岐に渡る

早期離職の原因
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5%

5%

7%

9%

9%

11%

15%

18%

18%

18%

19%

21%

21%

30%

31%

31%

34%

42%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日本独特の商習慣・仕事のやり方に馴染めない

体調不良・怪我で離職せざるをえなかった

外国人が相談できる窓口、生活サポートの不足

語学面でのサポートの不足

日本人と外国人がコミュニケーションする機会の不足

宗教・文化・価値観の違いへの配慮不足

会社都合で離職せざるをえなかった

残業が多い、休日・有給休暇が取りにくい

外国人に対しての差別・偏見がある

社風（会社の文化）が合わない

パワハラ（暴力やいじめ含む）・セクハラがある

雇用契約や労働条件が守られない

業務を遂行する上で必要なトレーニングやサポートの不足

その他

職場の人間関係に対する不満

給料が安い、残業代が支払われない

業務内容のミスマッチ

上司のマネジメント・指導に対する不満
（N=131）



モチベーションダウンに関する調査結果

入 社 後 、 1 年 以 内 に 大 幅 に 労 働 意 欲 が 低 下 す る モ チ ベ ー シ ョ ン ダ ウ ン
を 経 験 し た 外 国 籍 人 材 1 8 5 名 の 回 答 結 果 で す 。
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1カ月未満

12%
1カ月以上、

2か月未満

11%

2カ月以上、

3か月未満

8%3か月以上、半年未満

21%

半年以上、1年未

満

48%

回答者の5 3 %が入社後1年以内に
モチベーションダウンを経験

日本で就労する中で、入社後1年以内に大幅に労働

意欲が低下するモチベーションダウンを経験したことがあ

りますか。

Q 4

入社後3か月以内にモチベーション
ダウンが発生したケースが約3割

モチベーションダウンが発生した時期を教えてください。

Q 5

モチベーションダウンの実態
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ある

53%

ない

47%

（N=347） （N=185）



その時のモチベーションダウンの原因を教えてください。（複数選択可能）Q 6

「上司のマネジメントに対する不満」が4 9 %と最多。「外国人に対しての差別・偏見があ
る」「職場の人間関係に対する不満」「業務内容のミスマッチ」がほぼ同じ割合で4割弱

モチベーションダウンの原因

13

3%

5%

11%

14%

15%

17%

17%

17%

20%

24%

24%

24%

29%

35%

38%

38%

39%

49%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

体調不良・怪我で離職せざるをえなかった

会社都合で離職せざるをえなかった

日本独特の商習慣・仕事のやり方に馴染めない

日本人と外国人がコミュニケーションする機会の不足

外国人が相談できる窓口、生活サポートの不足

宗教・文化・価値観の違いへの理解・配慮不足

その他

語学面でのサポートの不足

雇用契約や労働条件が守られない

業務を遂行する上で必要なトレーニングやサポートの不足

パワハラ（暴力やいじめ含む）・セクハラがある

社風（会社の文化）が合わない

残業が多い、休日・有給休暇が取りにくい

給料が安い、残業代が支払われない

業務内容のミスマッチ

職場の人間関係に対する不満

外国人に対しての差別・偏見がある

上司のマネジメントに対する不満
（N=185）



モチベーションダウンの状況から、
持ち直すことができたのは4 7 %

そ の 後 、 モ チ ベ ー シ ョ ン ダ ウ ン の 状 況 か ら 、

持 ち 直 す こ と は で き ま し た か ？

Q 7

職場で周囲の支援を得ることが
できているのは1 5 - 3 0 %程度

前の質問で「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回

答された場合、モチベーションを持ち直すことができた理

由を教えてください。（複数選択可能）

Q 8

モチベーションダウンからの回復

14

そう思う

22%

どちらかといえば

そう思う

25%

わからない

13%

どちらかといえばそ

う思わない

17%

そう思わな

い

23%

（N=185） （N=88）

14%

20%

24%

30%

31%

56%

72%

94%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

外国人の上司が支援してくれた

外国人の同僚が支援してくれた

日本人の上司が支援してくれた

日本人の同僚が支援してくれた

故郷の家族や友人が支援してくれた

その他

自分なりに業務習得と職場に
適応するための努力をした

時間が経つ中で、
仕事と職場に慣れて解消した



「早期離職を防げたと思う」と
感じている経験者の割合は4 7 %

当時、会社側が受け入れの工夫・努力をしていれば

離職を防げたと思いますか？

Q 9

早期離職とモチベーションダウン予防の可能性

15

「モチベーションダウンを防げたと思う」と
感じている経験者の割合は7 0 %

当時、会社側が受け入れの工夫・努力をしていれば

モチベーションダウンを防げたと思いますか？

Q10

そう思う

32%

どちらかといえば

そう思う

14%わからない

14%

どちらかといえば

そう思わない

17%

そう思わない

23%

そう思う

56%

どちらかといえば

そう思う

15%

わからない

17%

どちらかといえば

そう思わない

4%
そう思わない

8%

（N=131） （N=185）



受け入れ体制に関する調査結果

日 本 企 業 で 就 労 経 験 の あ る 4 7 7 名 の 外 国 籍 人 材 が 感 じ た
日 本 企 業 の 受 け 入 れ 課 題 に 関 す る 回 答 結 果 で す 。
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4 2 %がポジティブなリアリティショック
が「あった」 「少しあった」と回答

日本企業に入社してから、ポジティブな意味合いで、

入社前の想像・イメージと違ったことはありますか？

Q11

5 6 %がネガティブなリアリティショック
が「あった」 「少しあった」と回答

日本企業に入社してから、ネガティブな意味合いで、

入社前の想像・イメージと違ったことはありますか？

Q1２

リアリティショックの実態

17

あった

41%

少しあった

16%

わからない

9%

あまりなかった

15%

なかった

19%あった

26%

少しあった

16%

わからない

13%

あまりなかった

28%

なかった

17%

（N=477） （N=477）



外国籍人材が就労した職場の4 5 %は受け入れ体制が未整備

就労した企業は外国籍人材の方の受け入れ体制が整備されていたと思いますか
Q13

受け入れ体制の整備状況

18

そう思う

42%

どちらかといえば

そう思う

14%

わからない

17%

どちらかといえば

そう思わない

13%

そう思わない

14%

（N=477）



日本で就労した経験から、日本の会社が外国籍人材の受け入れでより工夫・努力するべきと思う点はなんですか？

（複数選択可能）

Q14

受け入れ課題トップ3は、「仕事と私生活のバランスへの配慮」 「日本人社員向けの異
文化理解教育の実施」、 「日本人と外国人のコミュニケーション促進」

日本企業の受け入れ課題

19

11%

13%

14%

18%

24%

27%

27%

27%

29%

30%

33%

34%

35%

35%

39%

40%

41%

43%

47%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

その他

宗教・信仰に対する配慮

母国語がわかるスタッフの配置

業務やキャリアに関する相談窓口の整備

自社独自の仕事のやり方や独特なルールに関するレクチャー

生活環境サポートの実施

外国語のマニュアルや業務資料の整備

日本人社員向けの語学研修

文化・価値観・社会習慣に対する配慮

日本のビジネスマナー・常識に関する教育

適切な目標設定とフィードバックによる成長支援

外国籍人材の意見や提案を取り入れる仕組み

外国籍人材採用方針や必要性の職場への説明

上司向けのダイバーシティマネジメント教育の実施

外国籍人材のトレーニング・育成計画の整備

日本語研修の実施

雑談や懇親会など日本人と外国人のコミュニケーション促進

日本人社員向けの異文化理解教育の実施

仕事と私生活のバランスへの配慮

（N=477）



日本企業で働いてよかったことは
「日本社会や文化を知れたこと」

日本企業で働いてよかったことはなんですか？

（複数選択可能）

Q15
日本企業で継続的に働きたい、もしくはまた働きたいと

思いますか？

Q16

日本企業で働くメリット

20

9%

10%

13%

18%

22%

34%

36%

37%

52%

66%

帰国後、日系企業に就職できた

その他

帰国後、キャリア形成に役立った

給与水準が高く、貯金できた

ビジネスパーソンとして成長できた

日本で友人や人のつながりができた

仕事のやり方・成果の出し方を学べた

専門スキルや技術を習得できた

日本語を習得できた

日本社会や文化を知れた

0% 20% 40% 60% 80%

回答者のうちの6 5 %が、
「日本企業でまた働きたい」と回答

そう思う

52%

どちらかといえば

そう思う

14%

わからない

16%

どちらかといえばそう

思わない

7%

そう思わない

11%

（N=477） （N=477）



調査結果サマリー

離 職 と モ チ ベ ー シ ョ ン ダ ウ ン に 関 す る 調 査 の サ マ リ ー
と 日 本 企 業 に 求 め ら れ て い る 施 策 を ご 案 内 し ま す 。
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調査結果サマリー

 外国籍人材の28%が、入社後1年以内の早期離職を経験している。

 早期離職の要因としては、「上司のマネジメント・指導に対する不満」「業務内容のミスマッチ」「給料が
安い、残業代が支払われない」「職場の人間関係に対する不満」が上位に挙がっている。

早期離職の実態

 早期離職していない外国籍人材のうち、53%がモチベーションダウンを経験している。

 モチベーションダウンの要因としては、「上司のマネジメント・指導に対する不満」「業務内容のミスマッチ」
「職場の人間関係に対する不満」に加えて、「外国人に対しての差別・偏見がある」が上位に挙がってい
る。

モチベーションダウンの実態

 5割弱の職場では、外国籍人材の受け入れ体制が整備されていない。

 受け入れ課題トップ3は、「仕事と私生活のバランスへの配慮」「日本人社員向けの異文化理解教育
の実施」、「日本人と外国人のコミュニケーション促進」。

日本企業の受け入れ課題

22



受け入れ側の
教育と体制

I n c l u s i v e  P r a c t i c e s

受 け 入 れ 側 が 成 功 体 験 を
積 む た め の 体 制 づ く り

外国籍人材向け
オンボーディング

I n c l u s i v e  O n b o a r d i n g

外 国 籍 人 材 で も キ ャ ッ チ ア ッ プ
で き る プ ロ グ ラ ム の 整 備

多様な人材の
評価と採用

I n c l u s i v e  R e c r u i t m e n t

外 国 籍 人 材 の 多 様 な 能 力 ・ ス キ ル
を 評 価 で き る 採 用 プ ロ セ ス

日本企業に求められている3つのインクルージョン

23

外国籍人材の活躍と定着には、
3つのインクルージョン施策の実現がカギとなります。

1 2 3



7Step：多様な人材の評価と採用

多様な人材の
評価と採用

I n c l u s i v e  R e c r u i t m e n t

外 国 籍 人 材 の 多 様 な 能 力 ・ ス キ ル
を 評 価 で き る 採 用 プ ロ セ ス

【データから見えた課題】

 職務記述書の未整備/入社後の業務内容ミスマッチ

 ジョブ型雇用とメンバー型雇用の違いの説明不足

 カルチャーフィットの確認不足

 雇用条件と実態の乖離（休日労働、残業代未払い）

社内人材の
偏りの認識

Step1
客観的で伝わる
職務記述書
の用意

Step2
公正で偏見のない
採用プロセス設計

Step3
インクルーシブな
面接シナリオの設計

Step4
面接担当者向けの
トレーニング

Step5
多様なメンバー
による選考実施

Step6
カルチャーフィット
の見極め

Step7

2

3

1

4

5

6

7

24
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7Step：外国籍人材向けオンボーディング

外国籍人材向け
オンボーディング

I n c l u s i v e  O n b o a r d i n g

外 国 籍 人 材 で も キ ャ ッ チ ア ッ プ
で き る プ ロ グ ラ ム の 整 備

【データから見えた課題】

 外国人向けのマニュアル未整備

 日本語学習やキャッチアップの機会の不足

 日本人と外国人の教育・研修格差

 個別のサポート体制の未整備

 キャリアパスの欠如

オンボーディング
プランの設計

オンボーディング
パートナーの選定

職場メンバーとの
顔合わせ

職場ルール・
社内共通言語の
レクチャー

オンボーディング
教材の共有

30-60-90day
目標づくり

定期的な
1on1面談

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

Step6

Step7
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4

5

6

7
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【データから見えた課題】

 日本人社員による差別・偏見（異文化への理解不足）

 職場でのパワハラ・セクハラ・いじめ

 ワークライフバランスへの配慮不足

 日本人と外国人のコミュニケーション不足

 硬直的な組織文化と考え方・働き方

D&I推進で
目指す姿の定義

ダイバーシティマネジ
メント教育の実施
（上司向け）

異文化理解教育
の実施

（職場向け）

日本人と外国人の
チームビルディング

宗教・文化に
配慮した

職場ルールの整備

日本人と外国人の
コミュニケーション

施策

マイノリティーの
意見を拾い上げる
サーベイ実施

7Step：受け入れ側の教育と体制

受け入れ側の
教育と体制

I n c l u s i v e  P r a c t i c e s

受 け 入 れ 側 が 成 功 体 験 を
積 む た め の 体 制 づ く り

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

Step6

Step7

2

3

1

4

5

6

7
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CQIサービス

外国人採用をお考えの企業さま全てに活用できる、サービスをご用意しておりますCQI SERVICE

▶ グローバル採用適性検査CQI https://hr-cqi.net/concept/cqi/

▶ グローバル採用受け入れ力検査CQI-Ⅱ https://hr-cqi.net/concept/cqi2/

グローバル採用

適性検査

グローバル採用に特化した

測定項目で応募者の適性

を正確に把握することができ

ます。

グローバル採用

受け入れ力検査

外国籍人材を受け入れる

現場の上司･同僚の受容

力を測り、改善点を明らか

にすることができます。

外国籍人材の定着･活躍を

促す研修です。外国籍人

材向け、受け入れ現場向

け、面接官向けなど多彩な

ラインナップを用意していま

す。

受検者のフィットする配属

先や育成方針に関する情

報をレポーティングします。

組織分析を行い、採用ター

ゲットや選考基準を設定。

配属ミスマッチを防ぐ分析レ

ポートです。

無料トライアル実施中

経済産業省後援

「第5回

HRテクノロジー大賞」

採用サービス部門

優秀賞受賞

厚生労働省

経済産業省後援

「HRアワード2020」

プロフェッショナル部門入賞

厚生労働省等後援

「第10回

日本HRチャレンジ大賞」

人材サービス優秀賞受賞

https://hr-cqi.net/concept/cqi/
https://hr-cqi.net/concept/cqi2/
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